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国税庁の次世代システム 
 

その名も KSK2 

国税庁では、全国の税務署や国税局をネットワーク

で結びデータを一元管理する基幹システム、KSK

（国税総合管理）を運用してきました。これが 25 年

ぶりに刷新され、2026年 9月 24日からKSK2として

本格稼働が予定されています。何がどのように変わっ

ていくのか、みていきましょう。 

 

紙からデータへ 

 これまで KSK では書面での入力や確認が多く行われていましたが、次世

代システムでは書面の申告書や届出書もデータを読み取って取り込みます。

紙ではどうしても情報の共有に制約がかかるため、とにかくデータ化し、デ

ータを中心に事務処理しようというものです。 

これに伴い、申告書や届出書が、データを読み込みやすい様式に変更され

ます。加えて、納付書の様式も変わりますので、電子納税ではなく紙の納付

書で納税している場合に関係してきます。 

納付書・所得税徴収高計算書（源泉税の納付書）は、これまで複写式の横

長用紙でしたが、A4用紙となります。また、右上の整理番号（8ケタ）は、

お問い合わせ番号（13ケタ）に変更されます。当分の間は古い様式も使用可

能とのことですが、変更に戸惑わないようにしましょう。 

 

縦割りから横断的に 

 従来型システムでは、税目や事務系統が別々で、縦割りになっていました。

個人の所得税であれば所得税のアプリケーション、法人税であれば法人税の

アプリケーション…と分かれており、それぞれが独立していたため、お互い

に関連付けが弱く、ある意味で“ごまかし”がきくような状態でした。 
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 これが、次世代システムでは統合が図られ、横断的にデータが利用される

ようになります。たとえば、法人税の申告書で出てきた社長の役員報酬と、

所得税の申告書で出てくる社長の給与所得の整合性が、一瞬でチェックされ

るようになります。同じ納税者について、複数税目間の不整合が発見しやす

くなりますので、税目間でのごまかしがきかなくなるということです。 

【国税庁資料より抜粋。従来の縦割りシステムから、横断的システムへ】 

税務調査はどう変わるか？ 

 次世代システムではデータが集約され横断的に照合されるようになります

ので、異常値検知の精度が高まり、申告漏れ・誤りの可能性が高い納税者

（調査対象）の絞り込みが強化されることなどが予測されます。 

 また、調査現場においても変化が見込まれます。従来は調査官があらかじ

め税務署で準備した紙の資料を持参して調査を行っていましたが、新システ

ムでは現場から KSK2へアクセスしデータの参照ができるようになるので、

調査のスピードや深度が上がる可能性があります。 

 ひたすらデータ化したうえで AI を活用して効果的・

効率的な税務調査を目指しているようですので、日々の

経理からきっちりと行っていくことがより一層求められ

るといえるかもしれません。 

 

9 月申告の法人は注意 

 新システム KSK2 は 2026 年 9 月 24 日から本格稼働するということで、 

9月 19日～23日および 26日はメンテナンスで終日 e-Taxが使えなくなり、

申告可能な日数が制限されることになります。大規模なシステム入れ替えで

万が一障害が発生した場合、さらに日数の余裕がなくなってしまいます。 

 主に 7 月決算の会社は 9 月末が申告・納税期限となります。今年は特にこ

のような特殊要因がありますので、早めに資料を整え決算締めを済ませられ

るよう注意しましょう。 


